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抄録　ナノ材料は，ナノテクノロジーの爆発的発展によりもたらされたもので，少なくとも一次元がナノスケール（約
1-100 nm）であるナノ物体と，内部または表面にナノスケールの構造を有するナノ構造化材料から成る．これらは，サイズ
的な特性のみならず，高比表面積に基づく高反応性，また，多彩な修飾による性状・反応特性の変化を制御することによる
汎用性などの点から，画期的な新素材として研究開発が活発に為され，さらに，一部で実用化されつつある．一方で，ナノ
材料の安全性については，十分な情報が集積されているといえず，加えて，既存の規制体系で対応できない可能性も指摘さ
れている．ナノ材料の安全性を早期に担保することは，この画期的な新素材の社会的受容を健全に進めるために死活的に重
要であり，国内外で種々の試みが為されつつある．本稿は，東京都健康安全研究センターにおける研究成果の一部を紹介し，
ナノ材料の安全性確保の試みについて述べる．
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Abstract
Nanomaterials are products of the explosively developing nanotechnology. They include nano-objects (at least one 

dimension within the nanoscale [approximately 1-100 nm]) and nanostructured materials (internal or surface structure within 
the nanoscale). Nanomaterials have undergone extensive development and are useful because of their size advantage, high 
reactivity due to the high specific surface, and high versatility given by the control of the changes of their characteristics and 
reactivity by a variety of modifications. However, information is still insufficient regarding the safety of nanomaterials, and 
moreover, there is a possibility that the current regulatory system may not be fully applicable. It is thus really urgent to ensure 
the safety of nanomaterials in order to achieve their social acceptance, and efforts are being made all over the world to that 
effect. In this article, we talk about such efforts by introducing our own data.
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Ⅰ．はじめに

近年の爆発的に発展するナノテクノロジーは，画期的な
新素材として，所謂ナノマテリアルを続々と産み出しつつ
ある．この新素材の有用性は様々なチャンネルで喧伝され，
それ故，「ナノなんとか」という言葉は巷間で広く用いら

れるようになった．しかし，例によって意図的・非意図的
な便乗者が似て非なるもの（時にまったく似ても似つかぬ
もの）に「ナノ」の称号を冠するという事情もあり，所謂
ナノマテリアルに関する一般社会の理解は，専門家と一部
の好事家を除けば，「なんだかよくわからないが，えらく
小さなモノができて，それを使った製品は，凄い性能を発
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を表 1 のように分類・定義した．
なお，ISO 定義の「nanomaterial」の和語は，同定義を

きちんと踏まえた上であれば，もちろん「ナノマテリアル」
であっても差し支えないのであるが，ここまで ISO 定義
以前の用語として「所謂ナノマテリアル」という表現を用
いてきたので，それと混同されないように，「ナノ材料」
と表記する．また，国内専門家筋は，公式にというわけで
ないが，「ナノ材料」という表記を推奨しているようである．

表１　ISO�TC�229 によるナノ材料の分類と定義

ナノ材料 (nanomaterial)：ひとつ以上の外形次元，または，内部あるい
は表面構造がナノスケールであるもの．

＊ナノ物体 (nano-object)：ひとつ以上の外形次元がナノスケールであるもの．

・ナノ粒子 (nanoparticle)： 3外形次元がすべてナノスケルであるもの．
・ナノファイバ (nanofiber)： 2外形次元のみがナノスケールであるもの．
・ナノプレート (nanoplate)： 1外形次元のみがナノスケールであるもの．

＊ナノ構造化材料 (nanostructured material)：
　内部あるいは表面構造がナノスケールであるもの．

・ナノ構造化粉体，集塊および凝集塊 (nanostructured powder, 
agglomerate and aggregate)

・ナノ構造化分散材 (nanostructured dispersion)
・表面構造化ナノ材料 (surface structured nanomaterial)
・ナノ多孔性材料 (nanoporous material)
・ナノ複合材 (nanocomposite)
・ナノ構造化コアシェル粒子 (nanostructured core-shell particle)

Ⅲ．ナノ材料のリスク評価・管理上の問題点

ナノ材料のリスク評価とそれに基づくリスク管理につい
ては，世界各極で取り組みが行われつつあり，日本でも関
係行政機関や学術界・産業界による対応がはじまっている．
リスクを評価するためには，単体で存在する状態と，素材・
製品・環境中に存在する状態の双方で，当該ナノ材料を同
定・定量せねばならない．さらに，環境中の存在実態を把
握するためには，当該ナノ材料由来の二次物質を同定・定
量する必要もある．しかし，実は，ナノ材料の同定・定量
において，従来の手法をそのまま適用することが困難であ
ることが多く，各方面で適切な方法の開発・検証が鋭意遂
行中である．

ナノ材料のリスク評価・管理においては，そのほかにも，
解決すべき問題点がある（表 2）．中でも特に重要なのは，ナ
ノ材料の静的・動的な形態・存在様式上の変化に応じて，リ
スクが変化するものと推察されていることである．化学物質
のヒト健康に対するリスクは，本来，ヒトが曝露される際に
想定される形態・存在様式と同じか，少なくとも十分それに
近い状況で評価されねばならない．しかしながら，ナノ材料
においては，そもそも，どんな状況がヒト曝露（近似）であ
ると見なせるかが，なお明確になっていないのである．

ナノ材料のリスク評価・管理においては，このように解
決すべき問題点が山積しているが，現実的な当面の対応と

揮するらしい」程度に留まっているようである．更に言え
ば，専門家の間でさえ，つい最近まで「少なくとも一次元
のサイズが 100 nm 以下である物質」という暫定定義を用
いざるを得ない状態であったのであり，「ナノマテリアル
とは何か」という根本的なレベルでのコンセンサスすら，
これまではなかなか得られていなかったのである．日本で
は，現在でもナノマテリアル・ナノ物質・ナノ粒子・ナノ
材料などの用語が混乱して用いられている．さらに，上記
の暫定定義に従えば，ヒトの生活環境中には，もともと自
然界に存在し，永年に渡って使用されている多くの該当す
る物質がある．しかし，所謂ナノマテリアルとして我々が
問題にするのは，もちろんそれらでなく，ナノテクノロジー
により産み出された新素材である．

新素材の開発・製造・応用は，一義的に人々の生活の利
便性を向上させることを目的とする．その目的を正しく達
成するためには，そうした新素材がヒトの健康に悪影響を
及ぼすものでない，少なくとも，コントロールできない悪
影響を及ぼさないことを明確にする必要がある．言い換え
れば，それら新素材のヒトの健康に対するリスクは，科学
的に評価され，適切に管理され，遅滞なく広報されねばな
らない．所謂ナノマテリアルは，そうした新素材の典型的
なものであり，「少なくとも一次元」が極微サイズである
という特性そのもののほか，高比表面積に基づく高反応性
や，多彩な修飾による性状・反応特性の変化を制御するこ
とによる汎用性などの特徴から，多方面への応用により劇
的な効果を顕すものとして期待され，高性能の工業製品や，
機能性の高い化粧品・食品の材料・添加物として用いられ
るほか，革新的な治療を可能にするべく医療分野の応用が
進められようとしている．また，所謂ナノマテリアルの普
及は，それらに由来する二次物質の，環境中における非意
図的発生の増大に繋がると予想される．問題は，所謂ナノ
マテリアルおよび二次物質がヒト健康に及ぼす影響に関す
る情報が十分でない点にある．所謂ナノマテリアルは，社
会的効用に対する期待が大きいだけに，開発・普及の早い
段階からヒトの健康と生活環境に対する影響の大枠を明ら
かにし，適切なリスク評価・管理・広報を行うことにより，
健全な社会受容を図ることが求められている．

Ⅱ．ナノ材料の分類と定義

国際標準化機構（ISO）は，概念上のコンセンサスを
達成した上で，所謂ナノマテリアルの開発・普及と安全
性担保の両者を適切に進めるために，第 229 技術専門委
員会（TC 229）を設立した 1）．ISO TC 229 はいくつか
のワーキンググループを傘下に持ち，その中の JWG1 は

「Terminology and Nomenclature」 を 担 当 し て い る 2）．
ISO TC 229 JWG1 は，まず「おおよそ 1-100 nm のサイズ
領域（size range from approximately 1 nm to 100 nm）」
をナノスケール（nanoscale），次にナノスケールの物質を
操作・制御する技術であるナノテクノロジーの産物の総称
をナノ材料（nanomaterial）と定義し，さらに，ナノ材料
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層カーボンナノチューブ・銀ナノ粒子・鉄ナノ粒子・カー
ボンブラック・二酸化チタン・酸化アルミニウム・酸化セ
リウム・酸化亜鉛・二酸化ケイ素・ポリスチレン・デンド
リマー・ナノクレイの 14 種類のナノ材料を選択し，リス
ク評価・管理を試みている．日本は，SG3 において，フラー
レン・単層カーボンナノチューブ・多層カーボンナノチュー
ブのリードスポンサーを務めている．

ナノ材料の EHS 対策には，製造・加工等の作業環境に
おける職業曝露を見据えた労働安全衛生上の観点が欠か
せない．米国では国立労働安全衛生研究所（NIOSH）13），
欧州では欧州委員会 14）が，それぞれ，この分野のポリシー
を示している．日本では，各省庁が検討と報告等を行って
いるが，厚生労働省より，暫定的ながら正式な通知とし
て，「ナノマテリアル製造・取扱い作業現場における当面
のばく露防止のための予防的対応について」が出されてい
る 15）．

ナノ材料の EHS 研究・対策，そしてリスク評価・管理
の動向に関する詳細と最新情報については，各組織のサイ
トのほか，関連情報を収集公開しているポータルサイト（た
とえば，独立行政法人 産業技術総合研究所の「ナノテク
ノロジー社会受容ポータルサイト」13））を参照されたい．

表３　OECD�WPMNにおけるSteering�Group�(SG)

SG １：データベース開発 
SG ２：HSE に関する研究戦略
SG ３：優先検討物質，データセット等 
SG ４：試験ガイドライン
SG ５：自主的及び規制プログラム 
SG ６：リスク評価における協働
SG ７：代替手法の役割 
SG ８：ばく露量調査，ばく露回避

Ⅴ�．多層カーボンナノチューブに関するリスク評
　価の試み

カーボンナノチューブは，炭素によって作られる 6 員環
ネットワーク（グラフェンシート）が単層あるいは多層で
0.4-50 nm の直径を持つ同軸管状を成すナノ材料で，5/7/8
員環などを適度に混在させて部分的に異なる太さや枝分か
れ構造を持たせたり，チューブ内に様々な物質を取り込ま
せたり，条件設定によって半導体として振る舞わせたりす
ることができる．カーボンナノチューブは，エレクトロニ
クス分野において電界放出ディスプレイ・平面蛍光管・冷
陰極管陰極デバイス・X 線発生源・集積回路・高速スイッ
チング素子・燃料電池・高感度ガスセンサー・原子間力顕
微鏡の探針やナノピンセット・ナノ光ディスクなどへの応
用を目指した開発が進められている．また，その優れた軽
さ・強度・弾性・導電性の点からは，構造材料としても注
目され，複合材として用いる事で大型橋梁用ケーブル・自
動車・民生および軍用航空機・宇宙船などへの利用が有望
視されるほか，軌道エレベータのように従来の材料で建造

して，問題点解決を目指して行われている各方面の努力の
推移を注視しつつも，まず入手できる素材・製品としてあ
るがままの状態で評価を進め，情報を集積すべきである．

表２　ナノ材料のリスク評価・管理上の問題点

＊ナノ材料は，同一組成であっても，外表面形状・内部構造・スーパーナ
ノスケール部分のサイズ・修飾基や付帯物質の有無と種類などによって，
特性・機能が異なり，一括してリスク評価することが困難である．

＊ナノ物体は，凝集しやすく，また，生体内で凝集・再分散を繰り返し，
さらに，そうした形態的差異により機能が変化するため，生体内挙動
(ADME) の把握が困難であり，また，毒性試験が複雑になるなど，リス
ク評価に当たって考慮すべき事項が多々ある．

＊既存の規制体系は，化学物質単位で管理しているため，ある物質のナノ
材料化による物理特性の変化に対応できない．

＊前項と類似するが，既存の規制体系は，既に使用許可されている物質の
ナノ材料化による新機能獲得に対応できない．　

＊既存の規制体系は，重金属を除いて，元素のみの物質をそもそも管理対
象としていない．　

Ⅳ�．ナノ材料のリスク評価・管理に関する国内外
　の取り組み 3）

米国においては，2000 年前後から，国家ナノテクノロ
ジー・イニシアティヴ（NNI）の発足と，そのスキーム下
による国家戦略的アプローチにより，ナノ材料の研究・開
発が進行した 4）．NNI の管掌範囲は環境・健康・安全性

（EHS）に関する研究・対策分野にも及んでいるが，この
分野における関与は十分でないと批判された 5）．これを受
けて，関係する連邦政府省庁は，それぞれ，ナノ材料に関
する EHS 研究・対策を進めている．欧州においても，基
本的に米国と同様の推移を辿っている．当然ながら EU の
役割が大きい 6,7）が，英国における王立協会報告 8）と，そ
れを受けた政府の対応 9）は，特筆に値しよう．日本にお
けるナノ材料に係わる状況では，欧米に比べて開発研究優
先傾向が顕著であったため，EHS 分野への取り組み開始
が時間的に遅れ，最近まで量的にも遙かに劣るものであっ
たことが否めない．しかし，現在では，各省庁（内閣府，
文部科学省，厚生労働省，経済産業省，環境省 等）およ
び一部自治体とそれらの傘下機関など行政系組織が，大学
等の教育研究機関や関係業界団体などと連携しつつ，EHS
研究・対策を進めている 10）．

ナノ材料の EHS 研究・対策は，国家レベルに留まらず，
各種の国際機関でも行われている．たとえば，経済協力開
発機構（OECD）は，化学委員会の下に，工業ナノ材料に
関する作業部会（WPMN）を設置して，加盟各国の分担
と協力を得て，EHS 研究・対策を進めている 11,12）．OECD 
WPMN では，表 3 に示す 8 つの Steering Group （SG）を
設置し，それぞれの分野で検討を行っている．この内，
SG ３では，普及の現状などに鑑み，当面の有害性試験の
対象として，フラーレン・単層カーボンナノチューブ・多
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が腫瘍化とその進展・悪性化によりさらに増強することを
見出した 20）．このことは，ERC/mesothelin が MWCNT
による中皮腫発生の背景機構に関与していることのみなら
ず，血清中のバイオマーカとして中皮腫の発生前診断に利
用できる可能性をも示している．ヒトに類似した曝露条件
下での検討・曝露後体内動態の検索・ヒト環境における曝
露実態の調査については，我々を含む複数の施設において，
様々なモデルと手法を用いた実験が遂行されている．

一方，最近の研究は，MWCNT の毒性・発がん性の
発現に，その形状が大きく影響することを明らかとし
た．たとえば，Muller らは，我々と類似した実験条件で
MWCNT が中皮腫を誘発しなかったと報告したが，その
原因として使用した MWCNT が短かったことを挙げて
いる 21）．MWCNT の毒性・発がん性の発現に一定の長さ
が必要であることは，以前から指摘されている 22）．また，
我々は，製造者の異なる MWCNT の形状・存在状態が電
子顕微鏡的にまったく異なり，同一の条件で動物に投与
した時の作用も異なる可能性があることを見出しつつあ
る．一般に，ナノ材料の作用はそれらの静的・動的な形態
や存在状態に大きく左右され，特に，生体内では集塊や凝
集塊が生成され，さらに（凝）集塊状態と分散状態との平
衡移行が成立する場合もあるとされている．このことは，
MWCNT についても同様なので，リスク評価・管理に当
たって留意すべき点である． 

Ⅵ�．ナノ材料のリスク評価に関する東京都健康安
　全研究センターの取り組み

東京都健康安全研究センターにおいては，生活の中にす
でに使用されているナノ材料のリスクについて総合的に評
価することが，地方衛生研究所として，また，自治体の試
験研究機関として喫緊の責務であると考え，「カーボンナ
ノチューブ等ナノ物質の健康影響に関する調査研究」と
題し，（1） 化粧品・食品・医療材料等の製品に含まれるナ
ノ材料の存在状態や含有量についての定量分析法の確立と
実態調査，（2） 大気・室内領域・水等の環境中に放出され
るナノ物質の定量分析法の確立と実態調査，（3） ナノ材料
の生体内分布および生体影響の特定・確認を目標とした
事業を実施している（表 4）．本事業においては，前述の
MWCNT に関するものを含み，一部で予備的な結果も出
つつあり，将来的にナノ材料のリスク評価・管理・広報に
有用な情報を与え得るものと期待されている．

表４　�ナノ材料のリスク評価に関する東京都健康安全研究センター
の取り組み

・製品（化粧品・食品等）中に含まれるナノ材料の存在状態や含有量に関
する分析法開発と実態調査

・環境（大気・室内空気 ・水）中に存在するナノ材料に関する分析法開発
と実態調査

・ナノ材料の生体影響試験

不可能な構造物への応用も考えられており，既に一部のス
ポーツ製品や自転車などの材料として利用されはじめてい
る．カーボンナノチューブは，もっとも注目され精力的に
開発されているナノ材料のひとつであるが，同時に細長硬
線維状というアスベストに類似した構造的特徴から，その
健康リスクについても早くから懸念されてきた．カーボ
ンナノチューブのリスク評価については，OECD WPMN 
SG3 の活動や，国内各省庁によるナノ材料に対する EHS
研究・対策の一環として，日本の多くのグループが関与し
ている．我々もまたその一端を担い，特に多層カーボンナ
ノチューブ（MWCNT）のリスク評価に取り組んでいる．

MWCNT の健康影響に関する疫学的情報は，その社会
的普及がなお進んでいないことから，ほとんど得られてい
ない．一方，そのin vivo 毒性については，最近まで比較
的短期間の動物実験における炎症誘発作用が報告されるの
みであったが，2008 年に国立医薬品食品衛生研究所毒性
部の菅野　純 部長らのグループが，我々との共同研究下
に，発がん感受性の高いp53 遺伝子ヘテロノックアウト
マウスに多層カーボンナノチューブ（MWCNT）を単回
腹腔内投与することにより，高率に腹膜中皮腫が誘発され
ることを報告した 17）．さらに，我々は，独自に，菅野グ
ループが用いたものと同じ製造者・ロットの MWCNT を，
遺伝子を改変していない通常ラットの陰嚢腔内に単回投与
し，腹膜中皮の全般的な肥大を背景に中皮過形成および
中皮腫が高率に発生することを見出した 18）．したがって，
MWCNT の中皮腫誘発作用は，遺伝子改変動物に特有の
ものでなく，また，同じ齧歯類であっても種を超えて発現
するものであり，ヒトへも外挿できる可能性がある．すな
わち，MWCNT は，少なくとも一定の条件下で，アスベ
ストに類似した発がんハザードを持つものと判明したわけ
である．

ただし，判明したのは，MWCNT に発がんハザードが
あることであって，実際にヒトの健康に対する現実的リス
クがあるか否かに直結する情報でないことに留意すべきで
ある．リスクの有無を明らかとするためには，用量相関性
と背景機構の解析・ヒトに類似した曝露条件下での検討・
曝露後体内動態の検索・ヒト環境における曝露実態の調査
など，既に確立された手法による評価を粛々と進めること
が必要で，我々を含む多くのグループがこれらのことに取
り組んでおり，新たな知見も得られつつある．用量相関性
の存在については，p53 遺伝子ヘテロノックアウトマウス
について菅野グループが，通常ラットについて我々が，そ
れぞれ，学術集会レベルの報告を行い，現在，論文を準備
中である．背景機構については，MWCNT の直接作用と
慢性炎症を介した間接作用の双方が関与することや，酸
化ストレスが重要な役割を果たすことなどが指摘されて
おり 19），現在，精力的な研究が為されつつある．たとえ
ば，我々は，MWCNT による中皮増殖性変化の発生・進
展過程で，過形成レベルの早期段階から，中皮組織におけ
る expressed in renal carcinoma （ERC）/mesothelin とい
う蛋白の生産と，循環血液中への分泌が亢進し，その程度
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Ⅶ．おわりに

ナノ材料は，人々の生活を豊かにし利便性を高める上で
きわめて有望な素材であり，それ故に，今後急速に普及す
ることが予想される．しかし，我々はかってアスベストを
理想的な素材として認識し，特に日本においては欧米で危
険性が指摘された後でさえ多用し続けた歴史体験がある．
そのことが今どういう状況を引き起こし，もたらされた損
失がいかばかりであるかを考えれば，できるだけ早い段階
でナノ材料のリスクを正確に評価し，適切に管理・広報す
ることがいかに重要であるかは，本来，言うまでもないこ
とである．ナノ材料が第 2 のアスベストに堕することなく，
本来の期待通りの役割を果たすためには，ナノ材料の円滑
な社会的受容を図り，将来の危険を回避することが必要で，
すべてのステークホルダーが，近視眼的な利害に左右され
ず連携し，冷静かつ客観的な態度で，科学的知見に裏打ち
された対応を取ることが死活的に重要である．
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